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会議名 
令和８年度第２回小高区義務教育学校設立検討準備協議会 

(第８回小高区義務教育学校設立検討準備協議会) 

日時 ２０２６年６月２６日（金）１８：３０～２０：００ 

場所 小高生涯学習センター 研修室 （浮舟文化会館） 

参加者（庁内） 教育長、教育委員会事務局長ほか 

参加者（庁外） 小高区義務教育学校設立検討準備協議会委員 １０名 

 

【説明事項】 

（１）第１回協議会の振り返りについて 

  ①主要な意見 

   特になし。 

  ②質疑応答 

   特になし。 

（２）小高小中学校の小中一貫教育の現状評価について 

  ①主要な意見 

   特になし。 

  ②質疑応答 

No 委員からの意見 事務局からの回答 

１ 

資料 4-1 の P6の現状の成果と課題につい

て、課題の原因の分析はどの程度されて「施

設分離・学校組織の違いが原因として考えら

れる」との結論になったのか知りたい。ゴー

ルを施設一体型義務教育学校に持っていこう

とするのではなく、結論があっての原因なの

かを知りたい。 

また、開校してからの５年間施設分離型小

中一貫教育を行っていたが、その間教育委員

会として何か関与していたのか、定期的に先

生方にアンケートなどで確認して、原因がこ

れだとなったのかを知りたい。 

現状評価にあたっては、学校側にこれまで

の小中一貫教育の成果や現状を確認し、その

内容を基に課題の分析を行った。 

これまで定期的にアンケートをとっていた

わけではないが、分析の結果から、施設が分

離していること、学校組織の違いがあること

が大きな壁になっていることがわかった。 

その大きな壁があることで、小中一貫教育

の効果が最大化されていない大きな原因にな

っていると考え、このように評価した。 
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No 委員からの意見 事務局からの回答 

２ 

資料 4-1 の P1のこれまでの経過にて、令

和元年に協議会・専門部会が設置され、以前

の委員のなかで施設分離型小中一貫教育にま

とまったという理解でよいか。 

令和元年 11 月に小高４小学校の統合に係

る協議会が設置され、その段階では現在の施

設分離型小中一貫教育校が現実的だとの考え

が出され、その後に施設一体型小中一貫教育

や義務教育学校に向けて引き続き協議を続け

るとしていたところである。 

現在施設分離型小中一貫教育が開始されて

5年が経過し、将来的な施設の一体化や義務

教育学校の実現に向けて協議をしている状況

となっていることから、今回新たに現状評価

をし、その結果、施設の一体化また義務教育

学校の開校が望ましいのではないかと考えに

至ったところである。 

３ 

話し合いの場はあったがアンケートは実施

せず、教育委員会で施設一体型にしようと決

めたのか。現場の声をきちんと聞いて、この

5年間で集計などをして、やはり施設分離は

課題があると結論付けたのか。 

資料作成にあたり、各学校から、これまで

5年間の施設分離型小中一貫教育を行ってき

た中での、こういう成果・課題があったとの

声を拾い上げ、その内容を基に精査したとこ

ろである。 

４ 

この 5年間で教育委員会として課題の解決

に向けた関与がどの程度あったのか。今後、

義務教育学校になって、また 5年間経過して

やはり駄目だったではなく、しっかりと問題

になった経緯を分析し、定期的にきちんと介

入してやったが、やはり解決しないので施設

一体型にしましょうという事なのか。 

課題という言葉を使用しているが、小高小

学校・小高中学校の取り組み自体に問題があ

ったとは捉えていない。 

ここでまとめた課題というのは、小中一貫

教育という側面でみると、現状のままだと伸

ばしていくことは難しいとの判断でまとめた

ものとなっている。 

また、教育委員会は定期的に学校を訪問し

授業の様子を確認したり、教育課程がどのよ

うに実践されているか確認したりなど、三年

サイクルでの指導を行っている。 
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No 委員からの意見 事務局からの回答 

５ 

施設分離型でやると決めたときに今回あが

ったようなデメリット、問題は浮上しなかっ

たのか。上がっていればこの 5年間で問題解

決しながら進められたのでは。 

当時、原発事故以降は小高４小学校合同で

の運営となっていたところ、きちんと統合す

るため制度を整え、新たな小高小学校として

運営していくことになったが、当時はそれだ

けでも精一杯だったと感じる。 

しかしながら、小高小学校・小高中学校が

将来的には一貫校として同じ考えで教育課程

を組み、９年間学びを継続できるような学校

にしていきたいという考えは当時からあっ

た。 

当時の小高小学校・小高中学校の校長先生

を中心にチャレンジ構想を作っていただき、

それを継続していただいている。 

６ 資料 4-1 の P15にある「生活・総合」とは

何か。また、生活総合の評価は〇でその他は

△の理由を教えてほしい。 

小学１、２年生の「生活科」と小学３年生

以降の「総合的な学習の時間」は、科目の１

つである。 

生活総合は９年間一貫性を持って系統的に

指導計画を立てて授業を進めていると伺って

いるので、○と記載している。 

その他の教科については、現在、小学校と中

学校で 9年間の系統的な指導計画ではなく、小

学校は小学校、中学校は中学校という形で指導

計画を作成しているので現段階の評価として

△としている。 

７ 資料４-1 の P11にて小学校が４５分授業、

中学校が５０分授業であるため連携が取れて

いないとの記載があるが、義務教育学校にし

ても同じ問題が起きるのではないのか。 

 授業時間を小中学校ともに４５分にした

り、休み時間の調整で授業の開始時間を揃え

たりなど、日課の組み方は各学校の裁量によ

る。 

新しい学習指導要領になってくると、その

点がより柔軟に組み立てられるという方向に

なっているところである。 
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【協議事項】 

（１）小高小中学校の小中一貫教育の現状評価から考える今後の方向性について 

 ①主要な意見 

○基本的な知識を持っていない保護者がほとんどだと思う。その前提の上で、この内容をPTA役

員から保護者に下ろした時に、そもそもこれだけ小中の今の分離型で壁があるのなら、小学校

と中学校それぞれでもいいのではという意見も出てくると思う。前提として震災以降に小学校

４校まとまった時に小中一貫校としてやっていこうとした流れや、近年義務教育学校が増えて

いる理由、そもそも９年間で教育をするメリットがあるのか、小中それぞれ運営している学校

があるのに、義務教育学校にした方が良い理由があると説得力があり、保護者に話をしやす

い。 

○金銭的な難しさや教員が揃えられないという状況は理解してくれると思う。そこを隠さずに、

運営面の厳しさもあって今この状況の中で最善を求めたら義務教育学校になるという提案で持

っていった方が、説明はしやすいし納得してもらいやすいと思う。運営側の根本的な理由を伝

えてもらうのが良いのではないか。 

○資料に分離型一貫校と義務教育の二つしか並べてないが一覧表にして欲しい。元々どういう学

校が世の中にあって、それぞれのメリットデメリットがあって、これをするとよくなっていく

と見せた方が良いと思う。施設一体型小中一貫校がある中で義務教育学校にまでなぜするのか

を記載しないと、保護者への説明ができない。方向性をまとめなければいけない期間まで資料

の作りこみをしっかりお願いしたい。 

○現状、小高区は復興推進加配により、手厚く教員配置がされているが、加配の範囲が縮小され

ていることから、将来的に制度がなくなるのではと思っている。現状の取り組みは、加配によ

る教員がいるからできているところもあり、加配がなくなった場合でも、現状の教育を維持す

るための手法を考えることが大事だと思う。 

 

②質疑応答 

No 委員からの意見 事務局からの回答 

１ 

資料 4 ｰ 2の P7 から施設一体型義務教育学

校が適している理由が並んでいるが、これの

対案や適していない理由はないのか。この書

き方だと施設一体型に向かうしかないと聞こ

えてもおかしくないと思ってしまう。それで

は議論の余地はないのではないか。適してい

ない理由も対案がでていたら協議がしやすい

のではないか。 

この内容については、保護者の考える子供像

と現状を比較して、義務教育学校になった場合

はどうなるかという視点でまとめたものであ

る。今回は、市教育委員会として、「現在取り

組んでいただいているものを、さらに良くする

ために、義務教育学校を目指しませんか」とい

う提案の形になっているので、そのような方向

性でまとめた資料になっている。 

もちろん、施設一体型義務教育学校について

も、メリットに限らずデメリットはあるので、

そちらについては資料 4-3 で比較したものを

まとめている。 
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No 委員からの意見 事務局からの回答 

２ 

お金・管理・人員といった問題を全面的に

言った方がいいと思う。保護者へのアプロー

チで、もっと生々しい声を出した方がいいと

思う。 

また、施設一体型になることで、例えばジ

ャージが同じになるから金銭的に良いなど、

保護者目線の声もあった方がよいのでは。 

もちろん一つの学校にすれば効率化は図れ

るが、義務教育学校の良さとして子供たちの

人数に視点を当ててもよいのではないかと思

っている。 

小中合わせた人数の子供たちと触れ合うこ

とができ、多様な人間関係を築けるのが義務

教育学校の良さだと思っている。 

３ 

市立小中学校だが、先生の配置人数は県と

市のどちらの教育委員会が決めるものなの

か。 

教諭に関しては県で決定する。子供たちの

学級数に応じた職員配置数（定数）が法律で

決められている。 

４ 

義務教育学校になった場合、教員の配置数

は小学校と中学校を合わせた数になるのか。 

配置の考え方は現状の小学校中学校と同じ

考え方となり、小学校分・中学校分を足した

人数で考えることになる。 

 

【決定事項・今後の対応など】 

 次回協議会にて、協議会としての方向性を決定。 

 

【次回会議の予定】 

令和８年 7月２７日（月）に開催。 

 

 


